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大型廃棄物保管庫に係る実施計画の変更について
（大型廃棄物保管庫の耐震評価）
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2１－１ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

①．地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響を評価

※２：（参考）保守的な試算として，使用済吸着塔1体の放射能量1.0×1015Bq（実施計画に記載のCs-137のみのS3線源），評価距離
358ｍ（最短のBP78評価点），実効線量率定数0.0779（μSv・m2/MBq/h）で計算した場合5.3×103mSv/yとなる。

※１： 2022年11月16日第51 回原子力規制委員会資料３より

大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方は，「耐震クラス分類と施設等の特徴に応じ
た地震動の設定及び必要な対策を判断する流れ」※１に従うと以下のとおりとなる。

〇大型廃棄物保管庫が地震により全ての安全機能を失った際（使用済吸着塔の金属構造物，鉛遮蔽，建屋等
が“消失”）の公衆への被ばく線量は，5mSvを超過※２する。

暫定Sクラス
（５ｍSv<公衆被ばく線量）

変更なし
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１－２ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

②．現実的な緩和対策を考慮（被ばく評価期間，放射線防護対策，建屋耐震設計など）

〇使用済吸着塔（架台を含む）について耐震Sクラスとして機能を期待し，建屋（天井，壁），クレーンに使
用済吸着塔への波及的影響防止，建屋（基礎）に間接支持を期待する。

使用済吸着塔，架台はSクラス

建屋（天井，壁），クレーンは使用済吸着塔への波及
的影響防止を期待

建屋（基礎）は間接支持を期待

〇被ばく評価期間を７日間とし，建屋（天井，壁）を考慮しない場合，9.2μSv／7日間（0.48mSv／年）とな
り，Cクラス（公衆被ばく線量は50μSv以下）となる。

変更なし
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第二セシウム吸着装置吸着塔格納部
：S1 φ≦1.2mSv/h 36体
：S2 φ≦0.7mSv/h 324体
：S3 φ≦0.234mSv/h 180体

① 建屋遮蔽を喪失した場合における，使用済吸着塔からの敷地境界での直接線・スカイシャ
イン線

（補足説明１）事故時線量評価

➢ 使用済吸着塔，床の掘り下げを考慮するものとし，外壁・屋根はモデル化しない。
➢ 評価地点は，大型廃棄物保管庫の最近接点であるNo.78と，敷地内各施設を含めた最大実効線量評価点
であるNo.70，71とする。

➢ 線源
保管する吸着塔540体を線源とする。
実際は貯蔵エリア（南）にKURION吸着塔を保管するが，保
守的な評価とするため線量評価モデルは全てSARRY吸着塔を
採用する。（既認可）

➢ 線源強度
保管する使用済吸着塔のインベントリ（線源強度）を考慮し，
次の表面線量率を採用する。
SARRY1(S1)（表面線量率：1.2mSv/h）
SARRY2(S2)（表面線量率：0.7mSv/h）
SARRY3(S3)（表面線量率：0.234mSv/h）

No.78 No.71

No.70

大型廃棄物保管庫

貯蔵エリア(北) 貯蔵エリア(中) 貯蔵エリア(南)

線源配置

評価条件※

N

※実施計画Ⅲ章 第３編 2.2.2.1 「線量の評価方法」の考え方に基づき評価を実施

実施計画Ⅲ-3-2-2-2-添1-2 図４より抜粋

変更なし
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① 建屋遮蔽を喪失した場合における，使用済吸着塔からの敷地境界での直接線・スカイシャ
イン線

（補足説明２）事故時線量評価

➢ No.78が最大の値となり0.48mSv/年であった。

評価結果

評価地点
年間線量率（mSv/年）

建屋遮へい考慮 建屋遮へい喪失

No.70 0.0077 0.094

No.71 0.015 0.18

No.78 0.067 0.48

➢ 敷地境界への影響の考え方(イメージ)

評価条件

T.P.約26m
評価点

T.P.約20m（No.78）

線源

土壌

外壁・屋根はモデル化しない

変更なし



6１－３ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

機
器
区
分

設備名称
耐震上の

安全機能※１
耐震
クラス

直接支持
構造物

間接支持
構造物

波及的影響を
考慮すべき施設

説 明

（ ）内は耐震クラス，【 】内は確認用地震動※２を示す

（使用済吸着塔）

・閉じ込め機能
（液体，固
体）

・遮蔽機能

Ｓ
※１

架台（S） 建屋（基礎）
【Ss】

建屋（屋根）【Ss】
建屋（壁）【Ss】
建屋（柱，梁）【Ss】
クレーン【Ss】

・使用済吸着塔が安全機能を喪失した場合5mSvを超過するためS
クラス

※１ 既設の使用済吸着塔はBクラスで認可済

大
型
廃
棄
物
保
管
庫

建屋（屋根） ・遮蔽機能 C 機器の支持
構造物（C)

建屋（柱，梁）
【SC】

－ ・建屋（屋根，壁）が安全機能を喪失した場合50μSv以下となる
ためCクラス

建屋（壁） ・遮蔽機能 C 建屋（柱，梁）
【SC】

－

建屋（柱，梁） － C 建屋（基礎）
【SC】

－

クレーン ・（運搬機能） C 機器の支持
構造物
（C）

建屋（基礎）
【SC】

－ ・運搬機能がなくても放射線影響は生じない。

架台 ・使用済吸着塔
の直接支持構
造物

S 機器の支持
構造物（S)

建屋（基礎）
【Ss】

－

建屋（基礎（堰）） ・漏洩拡大防止
機能

・使用済吸着塔
（架台）の間
接支持構造物

C 機器の支持
構造物（C）

－ － ・堰の漏洩拡大防止機能については，漏洩が微量であること，週一
回のパトロールで漏洩を検知でき，ふき取り等の対応が可能であ
り線量影響は微小。

換気設備 ・水素の排出機
能

C 建屋【Sｃ】 － ・使用済吸着塔のベント口からの水素の排出については換気停止時
に建屋上部の非常用ベント口を時間的余裕をもって機動的対応
を含め手動で解放し対応できることから，線量影響はない。

非常用ベント口 ・水素の排出機
能

C 建屋【Sｃ】 －

電源・計装設備 ・（電源供給機
能，計測機
能）

C 建屋【Sｃ】 － ・電源供給機能，計測機能がなくても放射線影響は生じないため，
JEAC4601-2015の放射線安全に関係しない施設等を参考に設定

〇現実的な緩和対策にて考慮した大型廃棄物保管庫の各設備毎の安全機能，耐震クラスは以下のとおり。

※１ 括弧内は設備の機能を示す。
※２ 確認用地震動について，Ssは基準地震動，SCはCクラスの施設に適用される静的震度を示す。

変更なし
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１－４ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

③．②の耐震クラスを踏まえて，廃炉活動への影響，上位クラスへの波及的影響，供用期間，設計の進捗状
況，内包する液体の放射能量等を考慮した上で，施設等の特徴に応じた地震動の設定及び必要な対策（耐
震性の確保の代替策等）を判断する。

変更なし



8１－５ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

項 目 大型廃棄物保管庫の状況 備 考

廃炉活動への影響 ・屋外の一時保管施設で保管している使用済吸着塔を屋内保管する
ことで，周辺環境への汚染拡大防止，放射線影響軽減を図り，長
期間，安定に保管すること目的として設置する建屋。

・現状，第二／第三セシウム吸着塔の保管用架台は，第一/第四施設
に十分数が確保できているため，使用済吸着塔の保管容量の逼迫
リスクは低い（最大の発生量を考慮しても４年程度は屋外保管可
能）が，大型廃棄物保管庫の運用開始が大幅に遅延した場合は影
響あり。

・大型廃棄物保管庫を新設す
る場合，屋外保管の逼迫リス
クが高まる。一方，既設の補
強を行うことにより工程短縮
が可能である。

上位クラスへの波及
的影響

使用済吸着塔への波及的影響が考えられるため，建屋，クレーンに
ついて波及的影響を与えない耐震設計を実施中。

供用期間 長期間（使用済吸着塔の最終処分までの間）

設計の進捗状況 ・建屋はBクラス建屋として認可済であり，Sクラスを想定した建屋
として設計していない。

・建屋については建設中であり，Ss900を考慮した耐震設計中。耐
震設計の要求で耐震補強を検討中。

・クレーン，使用済吸着塔架台についてはSs900を考慮した耐震設
計中。

内包する液体の放射
能量

・第二／第三セシウム吸着塔には1基あたり最大1.65m3の内包水が
あるものと仮定。放射能濃度は107Bq/リットルオーダー。

・堰はSs900でも施設外への漏洩を防止する設計とする。
・週１回のパトロールで吸着塔からの漏洩がないことを確認し，漏
洩が確認された場合はふき取り等の対応を速やかに実施する。

Ss900で堰（建屋基礎）がNG
の場合は，自主的に漏洩に対
して信頼性を向上させる方法
を検討する。

〇大型廃棄物保管庫は建屋については既認可，建設中であり，状況をまとめると以下のとおり。

変更なし
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機器
区分

設備名称
耐震クラス

※１
耐震上の安全機能

※２
耐震上の具体的な要求事項 備 考

（使用済吸着塔）

Ｓ ・閉じ込め機能
・遮蔽機能

・Ss900で吸着塔が損傷しない，遮蔽
機能が失われないこと。

・既設の使用済吸着塔はBクラスとして認可済
・大型廃棄物保管庫に保管予定の使用済吸着塔の安全機能喪
失時の公衆への被ばく線量が5mSvを超えるため耐震クラ
スはS

大
型
廃
棄
物
保
管
庫

建屋（屋根） C（波及的影
響）

・遮蔽機能
・波及的影響防止

・Cクラスの地震力で遮蔽機能が失われ
ないこと

・Ss900で倒壊等により，吸着塔を破
損させないこと。

・建屋はBクラスとして認可済
・吸着塔が健全な状態で建屋遮蔽がないものとして線量評価
を実施した結果，公衆被ばく線量は，50μSv以下となるた
めC

建屋（壁） C（波及的影
響）

・遮蔽機能
・波及的影響防止

・Cクラスの地震力で遮蔽機能が失われ
ないこと

・Ss900で倒壊等により，吸着塔を破
損させないこと

建屋（柱，梁） C（波及的影
響）

・波及的影響防止 ・Ss900で倒壊等により，吸着塔を破
損させないこと

建屋（基礎（堰）） C（間接支
持）

・間接支持 ・Ss900で使用済吸着塔の間接支持機
能を失わないこと

・建屋はBクラスとして認可済
・堰による漏洩拡大防止については，吸着塔の内包水の漏洩
量は微量であり週１回のパトロール等で対応可能である。
Ss900での耐震性を確認し，NGの場合は，自主的に漏洩
に対して信頼性を向上させる方法を検討する。

クレーン C（波及的影
響）

・（運搬機能） ・Cクラスの地震力で運搬機能が失われ
ないこと

施設・設備の特徴を考慮すると，Ss900に対する使用済吸着
塔への波及的影響は低いため，確認用地震動はSd450とする。

架台 S（直接支
持）

・直接支持 ・Ss900で使用済吸着塔の直接支持機
能を失わないこと

換気設備 C ・（換気機能） ・Cクラスの地震力で換気機能が失われ
ないこと

・換気設備，非常用ベント口はCクラスとして認可済
・非常時の水素の排出については時間的余裕をもって手動で
対応可能。

非常用ベント口 C ・水素の排出機能 ・Cクラスの地震力で水素の排出機能が
失われないこと

電源・計装設備 C （電源供給機能，計測
機能）

・Cクラスの地震力で電源供給機能，計
測機能が失われないこと

・電源・計装設備はCクラスとして認可済

１－６ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方
〇大型廃棄物保管庫の状況を考慮した，設備毎の耐震クラス分類は最終的には次表のとおり。

※１ 括弧内は耐震クラスに加えて考慮すべき事項を示す
※２ 括弧内は設備の機能を示す

変更なし
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１－７ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

〇前表を踏まえ，大型廃棄物保管庫の施設の特徴に応じた地震動の設定は以下のとおりとする。

（注）地震力の算定に際しては，水平２方向，鉛直１方向の適切な組合せを行う。

〇必要な対策（耐震性の確保の代替案等）
Ssに対して各設備が耐震性を確保することから，機動的対応などの運用上の対策は必要ない。

設備名称
耐震
クラス

動的地震力
静的地震力
（静的震度）

確認用地震
動（波及的
影響，間接
支持機能）

説 明

機能維持 弾性範囲
（共振時のみ）

（使用済吸着
塔）

S Ss900 Sd450
水平：3.6Ci
（0.72G）
鉛直：1.2Cv

(0.36)

－
・実力としてSクラス地震動に
より保管状態の吸着塔本体が
破損し，内包水や吸着材が漏
えいしないことを確認する。

建屋（屋根）

C － － 水平：1.0Ci
（0.2G）
鉛直：－

Ss900

・Ss900で使用済吸着塔に波及的影
響は与えないが，建屋の遮蔽機能
は維持できない。
建屋遮蔽がないものとして線量
評価を実施した結果，公衆被ばく
線量は，50μSv以下となるため，
Cクラスの地震力を適用する。

建屋（壁）

建屋（柱，梁）

建屋（基礎
（堰））

クレーン C － －
水平：1.2Ci
（0.24G）
鉛直：－

Sd450

・施設・設備の特徴を考慮す
ると，Ss900に対する使用
済吸着塔への波及的影響は
低いため，確認用地震動は
Sd450とする。

使用済吸着塔架
台

S Ss900 Sd450
水平：3.6Ci
（0.72G）
鉛直：1.2Cv

(0.36)

－ ・使用済吸着塔の直接支持構
造物

換気設備

C － －
水平：1.2Ci
（0.24G）
鉛直：－

－ ・認可済非常用ベント口

電源・計装設備

変 更



（補足説明３）Ｓクラス設備の鉛直地震力の計算について

①建物・構築物
「鉛直地震動は，震度0.3以上を基準とし…」
②機器配管系
「上記①の鉛直地震動をそれぞれ20％増しとした震度から求めること」

設置許可基準規則解釈の記載

上記よりＳクラスの機器配管系における鉛直地震力は以下の通りと考える。

1.0×1.2(上記②)×0.3（上記①）=0.36

追 加 11
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１－８ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

（参考）2022年11月16日第51 回原子力規制委員会資料３抜粋

変更なし
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（参考）2022年11月16日第51 回原子力規制委員会資料３抜粋

１－９ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方
変更なし
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１－１０ 大型廃棄物保管庫の耐震評価の考え方

（参考）2022年11月16日第51 回原子力規制委員会資料３抜粋

変更なし



 

 

 

 

 

大型廃棄物保管庫橋形クレーンの 

耐震性についての計算書（案） 

  

大型廃棄物保管庫の揚重設備および架台設置に係る実施計画の変更について 

2023 年 6 月 2 日 

一部の評価条件（断面特性）について妥当性確認中のため，評価結果は追而。 



 

 

1. 概要 

  本資料は，大型廃棄物保管庫に設置するクレーンが弾性設計用地震動 Sdに対して十分

な構造強度を有していることを確認することで，貯蔵エリアに保管された使用済吸着塔

および使用済吸着塔保管架台（以下，「保管架台」という。）に対して，波及的影響を及ぼ

さないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

    使用済吸着塔保管時において，クレーンは，図 2-1の位置関係図に示すように，貯蔵

エリア上を運搬することから，上位クラスである使用済吸着塔および保管架台に対し

て倒壊や転倒，トロリの落下により波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

図 2-1 クレーンと使用済吸着塔の位置関係図 

※保管架台については構造検討中 

 

1 

使用済吸着塔 

クレーン 

保管架台 

東 西 



 

 

2.2 構造計画 

    クレーンの構造計画を表 2-1に示す。 

表 2-1 クレーンの構造計画 

計画の概要 概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

クレーンは大型廃棄物保

管庫に設置された走行レ

ールにより支持され,トロ

リはガーダに設置された

横行レールにより支持さ

れる。 

 

クレーン本体 

ガーダ 

トロリ 

サドル 

剛脚 

桁つなぎ 

脚つなぎ 

 

 

 

 

（単位：mm） 

2
 

 

 

 

西 東 



 

 

 

 

 

 

3
 

走行浮上り防止治具 横行浮上り防止治具 
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2.3 評価方針 

   クレーンの応力評価は，「2.2 構造計画｣にて示すクレーンの部位を踏まえ，「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」および「4.4 固有周

期」で算出した固有周期に基づく弾性設計用地震動 Sdによる応力等が，許容限界の範

囲内に収まることを「4.1 地震応答解析および構造強度評価方法」に示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「5.評価結果」に示す。 

クレーンの耐震評価フローを図 2-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 クレーンの耐震評価フロー 

入力条件の整理 

（入力根拠書） 

FEM 解析モデル作成 

（線形モデル） 

固有値解析（剛柔判定） 

動的解析※１ 静的解析 

荷重データ入力 

（吊荷 30t，地震荷重） 

応力解析※２ 

耐震評価※３ 

完了 

剛：20Hz 以上 

柔：20Hz 未満 
 

※１クレーン１次固有振動数が柔構造のため動的解析で実施 

※２計算機コードを使用し，応答スペクトル法による解析を実施 

※３解析により算出された荷重を SRSS 法にて組合せて評価を実施 
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2.4 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））

JSME S NC1－2005/2007）（日本機械学会 2007年 9月）（以下「設計・建設規

格」という。） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601・補－1984，JEAG4601－1987および

JEAG4601－1991 追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年

9月，昭和 62年 8月および平成 3年 6月） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC4601－2008）（日本電気協会 原子力規制

委員会 平成 20年 12月） 

(4) 日本産業規格（日本規格協会） 

(5) 鋼構造設計規準（日本建築学会） 

(6) クレーン耐震設計指針（JCAS1101-2018）（日本クレーン協会） 

 

2.5 評価に適用する確認用地震動 

    現実的な評価では，確認用地震動は Ss900としているが，以下の施設・設備の特

徴を考慮すると，Ss900に対する使用済吸着塔および保管架台への波及的影響は低い

ため，確認用地震動は Sd450とする。 

   (1) クレーンの運搬ルートは，保管中の使用済吸着塔の上を通過しないことを基本

とし，通常停止位置（ホームポジション）が，保管中の使用済吸着塔に干渉す

る位置ではない。 

   (2) 貯蔵エリア（北）（中）での保管では，使用済吸着塔とクレーン通常停止位置

の離隔が十分確保されている。 

   (3) 使用済吸着塔を保管した後は，原則としてクレーンが移動することはない。 

 

3. 評価部位 

 クレーンの耐震評価は，「4.1 地震応答解析および構造強度評価方法」に示す条件に基

づき，クレーンの倒壊や転倒，トロリの落下により，使用済吸着塔および保管架台が損傷

することを防止するため，クレーン本体，連結ボルト，走行／横行浮上り防止治具，走行

レール取付部材を対象に実施する。クレーンの耐震評価部位については，表 2-1の概略構

造図に示す。 
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4. 地震応答解析および構造強度評価 

 4.1 地震応答解析および構造強度評価方法 

  (1) クレーン本体及びトロリは，各々走行レールおよび横行レール上に載っているた

め，地震時は走行／横行方向に対して，水平方向の荷重が最大静止摩擦力を上回る

場合に車輪－レール間ですべりが発生する。 

よって，走行方向は全体荷重の 3割，横行方向はトロリ・吊荷に対して 3割の荷

重を考慮する。なお，走行・横行ともに車輪 4個のうち摩擦を受けるのは駆動輪の

2個であるが，保守的に 4個の車輪で摩擦を受けることとする。 

  (2) 表 4-1に示すケースにて吊荷質量を考慮した評価を実施する。 

 

表 4-1 評価ケース 

評価対象 
クレーン本体，連結ボルト，走行／横行

浮上り防止治具，走行レール取付部材 

評価ケース No. 1 2 3 

トロリ位置 

中央 ●   

東側  ●  

西側   ● 

 

(3) クレーンの評価は応答スペクトル法を用いるものとし，解析結果より，各ケースに

て求められた水平 2方向と鉛直の力およびモーメントを SRSSにて組合せ，応力評価

を実施する。 

 

 4.2 荷重の組合せおよび許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せおよび供用状態 

   クレーン本体，連結ボルト，走行／横行浮上り防止治具，走行レール取付部材の評価

における荷重の組合せおよび供用状態について表 4-2に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

   クレーン本体，連結ボルト，走行／横行浮上り防止治具，走行レール取付部材の許容

応力を表 4-3に示す。 



 

 

 

表 4-2 荷重の組合せおよび供用状態 

耐震クラス 荷重の組合せ 供用状態 

C（Sd450） D+PD+MD+Sd Cs 

 

 

表 4-3 許容応力（その他の支持構造物） 

供用状態 

許容限界 

（ボルト以外） 

許容限界 

（ボルト等） 

1次応力 1 次応力 

引張 圧縮 曲げ せん断 引張 せん断 

Cs 1.5ft 1.5fc 1.5fb 1.5fs 1.5ft 1.5fs 

7
 

注）応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

   使用材料の許容応力評価条件を表 4-4に示す。 

 

表 4-4 許容応力評価条件 

部材名 材 料 

周囲環境

温度 

（℃） 

Sy Su min(Sy,0.7Su) 

クレーン本体 
SM570*1 

（16mm＜t≦40mm） 
54    

連結ボルト 
F10T*2 54    

S10T*2 54    

走行浮上り 

防止治具 
爪 

SS400*1 

(100mm＜t) 
54    

取付 

ボルト 

12.9T*2 54    

8.8T*2 54    

横行浮上り 

防止治具 
爪 

SM570*1 
（16mm＜t≦40mm） 

54    

取付 

ボルト 
12.9T*2 54    

走行レール 

取付部材 
レール 

クリッ

プ 

FCD450*2 54    

SS400*1 
（16mm＜t≦40mm） 

54    

基礎 

ボルト 
SS400*1 

（16mm＜t≦40mm） 
54    

*1 Sy値・Su値は JSME 付録材料表 Part5 表 8 および表 9 に記載の値より算出 

*2 Sy値・Su値は JIS記載値より算出 

 

 4.3 解析モデルおよび諸元 

  解析モデルを図 4-1に，機器諸元を表 4-5，表 4-6および表 4-7に示す。 

(1) クレーンの鋼材は，断面形状に基づき断面特性を設定した3次元梁モデルとする。 

(2) ガーダ上のトロリ位置は，中央および両端部にある場合の 3モデルを作成。 

(3) クレーンの質量として，クレーン本体，トロリ（吊荷含む）を考慮する。 

(4) トロリの質量は，吊荷の重量や高さによって変動するためトロリ中心の頂部に設

定し，吊荷はガーダ中心高さと同じレベルでトロリに吊られていると仮定しモデ

ル化する。なお，吊荷の振れは評価上考慮しない。 

(5) クレーンに付属する構造物（補巻用レール，梯子等）の質量は見込むが，強度メン

バには含めない。 

  (6) 拘束条件として，クレーン本体駆動輪により走行・横行・上下方向を拘束し，従

動輪にて横行・上下方向を拘束する。 

(7) 解析コードは，｢NASTRAN｣を使用し，固有値及び荷重を求める。 



 

 

表 4-5 機器諸元（質量） 

 質量(t) 

クレーン 

クレーン本体 

（トロリ含む） 
95.9 

吊荷 30.0 

 

 

表 4-6 クレーン本体部材機器諸元（断面特性） 

部材名 

縦弾性 

係数 
断面積 せん断断面積 断面係数 ねじり断面係数 

E 
(MPa) 

A1 
(mm2) 

A2 
(mm2) 

A3 
(mm2) 

Z1 
(mm3) 

Z2 
(mm3) 

Zp1 
(mm3) 

Zp2 
(mm3) 

ガーダ 201000 6.785×104 2.970×104 3.000×104 3.753×107 1.213×107 3.982×107 3.982×107 

桁つなぎ 201000 6.220×104 2.970×104 3.000×104 3.475×107 1.150×107 3.656×107 3.656×107 

脚上部 201000 7.866×104 3.946×104 3.640×104 4.269×107 1.605×107 4.558×107 4.558×107 

脚下部 201000 4.146×104 1.066×104 2.800×104 7.570×106 5.130×106 8.888×106 8.888×106 

脚つなぎ 201000 2.398×104 1.138×104 1.170×104 5.147×106 4.808×106 7.026×106 7.026×106 

サドル 201000 3.523×104 1.603×104 1.293×104 8.120×106 3.973×106 8.751×106 8.751×106 

 

 

表 4-7 ボルトの諸元 

名称 型式 
断面積 

(mm2) 

走行浮上り防止爪取付ボルト M20 314 

横行浮上り防止爪取付ボルト M20 314 

連結ボルト M24 452 

走行レール基礎ボルト M24 452 
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図 4-1 クレーン解析モデル図 

 

4.4 固有周期 

 固有値解析の結果として，トロリ位置ごとの固有振動数を表 4-8に示す。解析の結

果，水平・鉛直ともに 1次固有振動数が 20Hz未満であり，柔構造であることを確認し

た。 

 

表 4-8 固有値解析結果 

トロリ位置 

固有振動数 

X 

[Hz] 

Y 

[Hz] 

Z 

[Hz] 

中央 3.769 9.991 2.901 

東側 4.242 15.670 2.885 

西側 4.201 15.570 2.886 

 

4.5 設計用地震力 

 (1) 耐震計算に用いる地震力は，図 4-2に示す大型廃棄物保管庫の床応答スペクトル（弾

性設計用地震動 Sd）を適用する。据付けレベルは，大型廃棄物保管庫クレーン設置

位置（T.P.約 26m）を適用する。 

 (2) 床応答スペクトルの入力位置は，クレーン設置高さ T.P.約 26mとする。 

 (3) 床応答スペクトルは，建屋の固有周期のシフトを考慮して周期方向に±10%拡幅した

ものを用いる。 

 (4) 床応答スペクトルの減衰定数はボルト・リベット構造物として水平 2％，鉛直 2％を

適用する。 

 (5) 床応答スペクトルは建屋の耐震補強による影響を考慮した裕度（1.2倍）を持たせる。 

  

サドル 

トロリ 

ガーダ 

剛脚 

脚つなぎ 

桁つなぎ 

サドル 

東側 

西側 

中央 

X 

Y 

Z 

駆動輪 
従動輪 

駆動輪 

駆動輪 

従動輪 

従動輪 
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(1FL T.P. 約 26m, Sd450, NS方向，±10%拡幅) 

 

 
(1FL T.P. 約 26m, Sd450, EW方向，±10%拡幅) 

 

 
 

 (1FL T.P. 約 26m, Sd450, UD方向，±10%拡幅) 

 

図 4-2 大型廃棄物保管庫 床応答スペクトル 
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4.6 評価方法 

4.6.1 応力の評価方法 

    材料および許容応力を表 4-9に示す。 

 

表 4-9 材料および許容応力 

評価部位 使用材料 応力の種類 
許容応力 

（MPa） 

クレーン本体 
SM570 

（16mm＜t≦40mm） 

引張 390 

せん断 225 

圧縮 361 

曲げ 390 

組合せ 390 

連結ボルト 
F10T 

引張 511 

せん断 393 

S10T せん断 393 

走行浮上り 

防止治具 

爪 
SS400 

(100mm＜t) 
組合せ 199 

取付 

ボルト 

12.9T 
引張 624 

せん断 480 

8.8T 
引張 424 

せん断 326 

横行浮上り 

防止治具 

爪 
SM570 

（16mm＜t≦40mm） 
組合せ 390 

取付 

ボルト 
12.9T 引張 624 

走行レール 

取付部材 

レール 

クリップ 

FCD450 曲げ 272 

SS400 

（16mm＜t≦40mm） 
曲げ 229 

基礎 

ボルト 

SS400 

（16mm＜t≦40mm） 

引張 103 

せん断 132 
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5. 評価結果 

  算出応力は，表 5-1に示すとおり，全て許容応力以下であることを確認した。 

 

表 5-1 算定応力の評価 

評価部位 使用材料 
応力の

種類 

許容応力 

（MPa） 

算出応力 

（MPa） 

クレーン本体 
SM570 

（16mm＜t≦40mm） 

引張 390 31 

せん断 225 53 

圧縮 361 31 

曲げ 390 175 

組合せ 390 188 

連結ボルト 
F10T 

引張 511 271 

せん断 393 32 

S10T せん断 393 41 

走行浮上り 

防止治具 

爪 
SS400 

(100mm＜t) 
組合せ 199 79 

取付 

ボルト 

12.9T 
引張 624 78 

せん断 480  

8.8T 
引張 424 50 

せん断 326  

横行浮上り 

防止治具 

爪 
SM570 

（16mm＜t≦40mm） 
組合せ 390 162 

取付 

ボルト 
12.9T 引張 624 275 

走行レール 

取付部材 

レール 

クリップ 

FCD450 曲げ 272 84 

SS400 

（16mm＜t≦40mm） 
曲げ 229 37 

基礎 

ボルト 

SS400 

（16mm＜t≦40mm） 

引張 103 44 

せん断 132 89 
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 6. 応力の計算方法（数値は各応力の裕度の最も小さい箇所を記載） 

 6.1 クレーン本体の応力 

    クレーン本体部材に加わる荷重は応答スペクトル解析により求める。クレーン本

体部材の応力は図 6-1を用いて計算する。 

  (1) 引張応力：𝜎  

        𝜎𝑡1 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.1.1） 

        𝜎𝑡1：クレーン本体部材に作用する引張応力 31(MPa) 

           

            

 

  (2) せん断応力：𝜏1 

    𝜏1 =  ････････････････（6.1.2） 

        𝜏1 ：クレーン本体部材に作用するせん断応力  53(MPa) 

          

           

          

          

           

           

 

           

 

 

  (3) 圧縮応力：𝜎  

        𝜎𝑐1 =   ･･････････････････････････････････････････････（6.1.3） 

        𝜎𝑐1：クレーン本体部材に作用する圧縮応力 31(MPa) 

           

           

 

  (4) 曲げ応力：𝜎𝑏1 

    𝜎𝑏1 =    ･････････････････････････････････････････（6.1.4） 

        𝜎𝑏1：クレーン本体部材に作用する曲げ応力 175(MPa) 
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  (5) 組合せ応力 

   a. 組合せ軸応力：𝜎  

    𝜎1 =    ･･･････････････････････････････････（6.1.5） 

        𝜎1：クレーン本体部材に作用する組合せ軸応力 182(MPa) 

          

            

            

            

              

              

 

   b. せん断応力 

     𝜏1 =  ･･････････････（6.1.6） 

        𝜏1 ：クレーン本体部材に作用するせん断応力  27(MPa) 

          

          

          

          

           

           

 

           

 

 

   c. 組合せ応力：𝜎𝑘1 

       𝜎𝑘1 =    ････････････････････････････････（6.1.7） 

        𝜎𝑘1：クレーン本体部材に作用する組合せ応力 188(MPa) 

          

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 クレーン本体部材の軸方向 
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 6.2 連結ボルトの応力 

     連結ボルトに加わる荷重は応答スペクトル解析により求める。連結ボルトの評

価はクレーン本体の部材を連結する「脚上部連結部」「脚下部連結部」「脚つなぎ連結

部」「桁つなぎ連結部」の評価を実施する。 

  

  (1) 連結ボルト 1本当たりに作用する応力（脚上部連結部，脚下部連結部，脚つな

ぎ連結部，桁つなぎ連結部） 

   a. 引張応力：𝜎𝑡2 

    𝜎𝑡2 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.2.1） 

        𝜎𝑡2：連結ボルト 1本当たりに作用する引張応力 271(MPa) 

           

          

 

   b. せん断応力：𝜎𝑠1 

    𝜎𝑠1 =   ･･････････････････････････････････････････････（6.2.2） 

        𝜎𝑠1：連結ボルト 1本当たりに作用するせん断応力 41(MPa) 
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6.3 走行浮上り防止治具の応力 

    走行浮上り防止治具に加わる荷重は応答スペクトル解析により求める。走行浮上

り防止爪の応力を図 6-2,図 6-3を用いて計算する。走行浮上り防止爪取付ボルトの

応力を図 6-4,図 6-5を用いて計算する。 

 

  (1) 走行浮上り防止爪(先端)に作用する応力 

    a. 曲げ応力：𝜎𝑏2 

    𝜎𝑏2 =   ･･･････････････････････････････････････････（6.3.1） 

        𝜎𝑏2：走行浮上り防止爪先端に作用する曲げ応力 75.3(MPa) 

          

 

          

          

 

    b. せん断応力：𝜏2 

    𝜏2 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.3.2） 

        𝜏2 ：走行浮上り防止爪先端に作用するせん断応力 13.9(MPa) 

          

 

          

 

    c. 組合せ応力：𝜎𝑘2 

    𝜎𝑘2 =   ･･･････････････････････････････（6.3.3） 

        𝜎𝑘2：走行浮上り防止爪先端に作用する組合せ応力 79(MPa) 

          

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 走行浮上り防止爪（先端）

評価面  
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  (2) 走行浮上り防止爪(根本)に作用する応力 

    a. 曲げ応力：𝜎𝑏3 

    𝜎𝑏3 =   ････････････････････････（6.3.4） 

        𝜎𝑏3：走行浮上り防止爪根本に作用する曲げ応力 72.4(MPa) 

         

 

         

 

          

          

          

          

          

 

    c. せん断応力：𝜏3 

    𝜏3 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.3.5） 

        𝜏3 ：走行浮上り防止爪根本に作用するせん断応力 6.1(MPa) 

         

 

          

 

    d. 組合せ応力：𝜎𝑘3 

    𝜎𝑘3 =   ･･･････････････････････････････（6.3.6） 

        𝜎𝑘3：走行浮上り防止爪根本に作用する組合せ応力 74(MPa) 

          

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 走行浮上り防止爪（根本） 

評価面 
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  (2) 走行浮上り防止爪(根本)に作用する応力 

    a. 曲げ応力：𝜎𝑏3 

    𝜎𝑏3 =   ････････････････････････（6.3.4） 

        𝜎𝑏3：走行浮上り防止爪根本に作用する曲げ応力 72.4(MPa) 

         

 

         

 

          

          

          

          

          

 

    b. せん断応力：𝜏3 

    𝜏3 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.3.5） 

        𝜏3 ：走行浮上り防止爪根本に作用するせん断応力 6.1(MPa) 

         

 

          

 

    c. 組合せ応力：𝜎𝑘3 

    𝜎𝑘3 =   ･･･････････････････････････････（6.3.6） 

        𝜎𝑘3：走行浮上り防止爪根本に作用する組合せ応力 74(MPa) 

          

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 走行浮上り防止爪（根本） 

評価面 
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(3) 走行浮上り防止爪取付ボルト(A)のボルト 1本あたりに作用する応力 
a. 取付ボルト 1本あたりに作用する引張力：𝑇1 

    𝑇1 =   ･････････････････････････････（6.3.7） 

        𝑇1  ：走行浮上り防止爪取付ボルト(A)1本あたりに作用する引張力 3.299×104(N) 

          

 

          

 

 

ｂ. 取付ボルト 1本あたりに作用する引張応力：𝜎𝑡3 

    𝜎𝑡3 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.3.8） 

        𝜎𝑡3：走行浮上り防止爪取付ボルト(A)1本あたりに作用する引張応力 106(MPa) 

           

           

 

c. 取付ボルト 1本あたりに作用するせん断力：𝑆1 

    𝑆1 =   ･････････････････････････････････････････････（6.3.9） 

        𝑆1 ：走行浮上り防止爪取付ボルト(A)1本あたりに作用するせん断力 7771(N) 

          

 

 
d. 取付ボルト 1本に作用するせん断応力：𝜎𝑠2 

    𝜎𝑠2 =   ･････････････････････････････････････････････（6.3.10） 

        𝜎𝑠2：走行浮上り防止爪取付ボルト(A)1本あたりに作用するせん断応力 25(MPa) 

           

          

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4 走行浮上り防止爪取付ボルト（A） 
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(4) 走行浮上り防止爪取付ボルト(B)のボルト 1本あたりに作用する応力 
a. 取付ボルト 1本あたりに作用する引張力：𝑇2 

    𝑇2 =   ･･････････････････････････････（6.3.11） 

        𝑇2 ：走行浮上り防止爪取付ボルト(B)1本あたりに作用する引張力 2.429×104(N) 

          

 

           

 

 

ｂ. 取付ボルト 1本あたりに作用する引張応力：𝜎𝑡4 

    𝜎𝑡4 =   ･･････････････････････････････････････････････（6.3.12） 

        𝜎𝑡4：走行浮上り防止爪取付ボルト(B)1本あたりに作用する引張応力 78(MPa) 

           

          

 

c. 取付ボルト 1本あたりに作用するせん断力：𝑆2 

    𝑆2 =   ････････････････････････････････････････････（6.3.13） 

        𝑆2 ：走行浮上り防止爪取付ボルト(B)1本あたりに作用するせん断力 

1.559×104 (N) 

          

 

 
d. 取付ボルト 1本あたりに作用するせん断応力：𝜎𝑠3 

    𝜎𝑠3 =   ･････････････････････････････････････････････（6.3.14） 

        𝜎𝑠3：走行浮上り防止爪取付ボルト(B)1本あたりに作用するせん断応力 50(MPa) 

          

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 走行浮上り防止爪取付ボルト（B） 

 



21 

 

6.4 横行浮上り防止治具の応力 

    横行浮上り防止治具に加わる荷重は応答スペクトル解析により求める。横行浮上

り防止爪の応力を図 6-6,図 6-7を用いて計算する。横行浮上り防止爪取付ボルトの

応力を図 6-8を用いて計算する。 

  (1) 横行浮上り防止爪（先端）に作用する応力 

    a. 曲げ応力：𝜎𝑏4 

    𝜎𝑏4 =    ･･････････････････････････････････････････（6.4.1） 

        𝜎𝑏4：横行浮上り防止爪先端に作用する曲げ応力 48(MPa) 

          

           

          

 

    b. せん断応力：𝜎𝑠4 

    𝜎𝑠4 =   ･･････････････････････････････････････････････（6.4.2） 

        𝜎𝑠4：横行浮上り防止爪先端に作用するせん断応力 45.2(MPa) 

          

          

 

    c. 組合せ応力：𝜎𝑘4 

    𝜎𝑘4 =   ･･････････････････････････････（6.4.3） 

        𝜎𝑘4：横行浮上り防止爪先端に作用する組合せ応力 92(MPa) 

          

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 横行浮上り防止爪（先端） 

 

評価面 
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  (2) 横行浮上り防止爪（根本）に作用する応力 

    a. 曲げ応力：𝜎𝑏5 

    𝜎𝑏5 =    ･･････････････････････････････････････････（6.4.4） 

        𝜎𝑏5：横行浮上り防止爪根本に作用する曲げ応力 132.2(MPa) 

          

           

          

 

    b. 引張応力：𝜎𝑡5 

    𝜎𝑡4 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.4.5） 

        𝜎𝑡5：横行浮上り防止爪根本に作用する引張応力 29.1(MPa) 

         

          

 

    c. 組合せ応力：𝜎𝑘5 

    𝜎𝑘5 =   ･･･････････････････････････････････････（6.4.6） 

        𝜎𝑘5：横行浮上り防止爪先端に作用する組合せ応力 162(MPa) 

          

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 横行浮上り防止爪（根本）

 

 

評価面 
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 (3) 横行浮上り防止爪取付ボルトに作用する応力 

    a. 取付ボルト 1本あたりに作用する荷重：𝑃2 

    𝑃2 =    ･････････････････････････････････････････（6.4.7） 

        𝑃2：横行浮上り防止爪取付ボルト 1本あたりに作用する荷重 8.632×104(N) 

          

         

          

 

    b. 引張応力：𝜎𝑡6 

    𝜎𝑡6 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.4.8） 

        𝜎𝑡6：横行浮上り防止爪取付ボルト 1本あたりに作用する引張応力 275(MPa) 

          

          

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 6-8 横行浮上り防止爪取付ボルト 

横行車輪 

ガーダ 

横行レール 

浮上り防止爪 

取付ボルト 

 

Fv2 
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 6.5 走行レール取付部材の応力 

走行レールクリップに加わる荷重は応答スペクトル解析により求める。走行レー

ルクリップの応力は図 6-9,6-10を用いて計算する。走行レールクリップ基礎ボルト

の応力は図 6-11を用いて計算する。 

 

(1) レールクリップ 1個あたりに作用する応力（一般部レールクリップ） 

   a. 曲げ応力：𝜎𝑏6 

    𝜎𝑏6 =   ･････････････････････････････････････（6.5.1） 

        𝜎𝑏6：一般部レールクリップ 1個あたりに作用する曲げ応力 84(MPa) 

         

  

          

          

 

(2)  レールクリップ 1個あたりに作用する応力（連結部レールクリップ） 

   a. 曲げ応力：𝜎  

    𝜎𝑏7 =   ･････････････････････････････････････（6.5.2） 

        𝜎𝑏7：連結部レールクリップ 1個あたりに作用する曲げ応力 37(MPa) 

          

 

          

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-9 一般部レールクリップ       図 6-10 連結部レールクリップ 

L7 L8 
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(3)  走行レールクリップ基礎ボルト 1個あたりに作用する応力 

   a. 基礎ボルト 1本あたりに作用する引張力：𝑇3 

    𝑇3 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.5.3） 

        𝑇3 ：基礎ボルト 1本あたりに作用する引張力 1.971×104(N) 

         

 

 

   b.  基礎ボルト 1本あたりに作用する引張応力：𝜎𝑡7 

    𝜎𝑡7 =   ･･････････････････････････････････････････････（6.5.4） 

        𝜎𝑡7：基礎ボルト 1本あたりに作用する引張応力 44(MPa) 

           

          

 

   c.  基礎ボルト 1本あたりに作用するせん断力：𝑆3 

    𝑆3 =   ･･･････････････････････････････････････････････（6.5.5） 

        𝑆3 ：基礎ボルト 1本あたりに作用するせん断力 4.008×104(N) 

         

 

 

   d.  基礎ボルト 1本あたりに作用するせん断応力：𝜎𝑠5 

    𝜎𝑠5 =   ･･････････････････････････････････････････････（6.5.6） 

        𝜎𝑠5：基礎ボルト 1本あたりに作用するせん断応力 89(MPa) 

            

          

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-11 走行レールクリップ基礎ボルト 

〇：引張力は赤丸ボルト 28本で負担する 

〇：せん断力は青丸ボルト 14本で負担する 


